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都市におけるトランスポーテーションギャップを埋める方法として様々なニューモビリティが提案・導

入されてきている。無人運転車両を活用した交通サービス（ロボットビークルサービス、以下RVサービ

ス）もまた、オンデマンドなどの複雑な運行や運行コスト低廉化の可能性があることから、公共交通不便

領域等でサービスレベル向上に貢献できると考えられる。RVサービスの具体化に向け、本稿ではRVサー

ビス提供による利用者の活動パターン変容の計測のためプローブパーソン調査及びRVサービスを模擬し

たタクシー料金補助実験を実施し、取得した生活行動データを用いてBowman and Ben-Akiva型アクティビ

ティモデルを構築した。モデルのパラメータ推定結果からRVサービス導入による利用者の活動パターン

の変更や活動量増加が示唆されRVサービス導入の有効性が確認できた。 
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1. はじめに 

 

 都市におけるトランスポーテーションギャップを埋め

る方法として、オンデマンド交通や自動車・自転車・電

動キックボードのシェアリングシステムなどの新しい交

通手段が提案・導入されてきている。こうした交通サー

ビスの提供は、都市内の移動機会の拡大や人々の生活の

質向上につながり、地域活性化への貢献が期待できる。

ロボットビークルによる移送サービス（以下、RVサー

ビス）もまた、オンデマンドなどの複雑な運行や営業時

間の拡大が可能であり、運行コストを低廉化できる可能

性があることから、公共交通不便領域を補完できると考

えられる。RVサービスは走行する地域を限定すること

で早期実装が可能であり、日産自動車ではRVサービス

の貢献度の高い地域およびサービス設計での実現を目指

して研究を進めている。 

RVサービスの社会実装の価値を評価するためには、

従来交通手段からの転換だけでなく新規に活動が増加す

るといった利用者の活動パターンの変化を計測する必要

がある。個人の活動パターンをモデル化し移動と活動の

関係を記述する手法としては、アクティビティベースト

手法がある。アクティビティベーストモデルにより活動

パターン分析を行った先行研究として羽藤ら1)は自転車

シェアリングサービス導入時の利用者行動データを用い

て利用者のアクティビティパターンをモデル化し、サー

ビス導入可能性を検討している。本モデル化手法を参考

としてRVサービスに適用する場合、RVサービスのサー

ビスレベル（LOS）を調査対象者が正確に認知すること

が困難であるため、こうした仮想のサービスに対する反

応データ取得において新サービスをどのように模擬して

モデリングに有効なデータを得るかが本研究における課

題のひとつとなる。 

本稿では、RVサービスを模擬したサービスの提供に

よる利用者の生活行動データ取得およびデータを用いた

アクティビティモデルの構築による利用者の活動パター

ン分析を行うことを目的とする。 

 

 

2. 研究フロー 

 

 RVサービスの社会実装の価値を評価する研究フロー

を図-1に示す。 

 本研究では、RVサービス導入による利用者の活動パ

ターン変容を計測するためプローブパーソン（PP）調

査及びRVサービス導入を模擬したタクシー利用料金補
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助実験を実施し、RVサービス導入前後の利用者の生活

行動データ取得を行う。取得データを用いてBowman and 

Ben-Akiva2)が定式化したNested Logit型のアクティビティ

モデルを構築し、利用者の活動パターンの変化を分析す

る。さらに、モデルの精度向上のため前述の実験で取得

できていないアクセス時間等のデータを取得する選好意

識（SP）調査を実施し、RP/SP融合法3)によりモデルを再

構築する。モデル推計結果を母集団全体に拡大してアク

ティビティパターンを生成し、利用者の需要データを作

成する。最後に同サービスのサービスレベルシナリオを

作成し、これらを入力値とした上位問題を交通計画者側

の車両運行計画、下位問題を利用者の需要モデルとする

二段階最適化問題を解くことにより、RVサービスにお

けるLOSを明らかにし、RVサービス導入の評価を行う。 

本研究における本稿の位置付けは図-1に示す通りであ

り、本稿では利用者の生活行動データ取得および取得デ

ータを用いた活動パターン分析を行う。 

 

 

3. プローブパーソン調査の実施 

 

(1) 調査概要 

移動の自由度が高まると移動が活性化し、活動量増加

や目的地の自由度が増加し目的地変更が起こるという仮

定の下、横浜臨海部において、モニタの生活行動を記録

するPP調査およびRVサービス導入を模擬したタクシー

利用料金補助実験（以下、模擬実験）を実施した。モニ

タの従前の生活行動を記録する調査（以下、without調査）

を2018年11月12日～12月2日にかけて実施し、模擬実験

実施時のモニタの生活行動を記録する調査（以下、with

調査）を2018年12月3日～12月28日にかけて実施した。

調査対象エリアを図-2に示す。多様な目的のトリップを

取得するため、住宅地・業務地・商業地を含む東京都市

圏パーソントリップ調査における計画基本ゾーンをベー

スにした9ゾーンを対象エリアとして選定した。 

PP調査手法に関しては、モニタが所有するスマート

フォンに調査用アプリケーションをインストールし、移

動時にアプリを起動し出発・到着時に移動手段や目的を

アプリ上で入力するとともにスマートフォンのGPS機能

により位置情報を取得する手法により実施した。with調

査における模擬実験手法については後述する。 

調査モニタに関しては、調査エリア内居住者200名、

週１回以上対象エリアへ来訪する調査エリア外居住者

100名の参加を想定して調査計画を策定した。 

 

(2) with調査における模擬実験手法 

with調査の実施概要を表-1に示す。移動コストを低下

させて移動の自由度が高い状態を作り出すため移動の自

由度の高い交通機関であるタクシーを用い、その利用料

金を補助することでRVサービス導入を模擬した。一定

調査名 調査期間 対象とする移動 対象者 補助額

with調査① 2018年12月3日～12月23日 横浜臨海部を発地もしくは着地とする移動 全モニタ
初回全額補助（上限2000円）、
5回まで半額補助（１回あたり上限1000円）

with調査② 2018年12月10日または12月17日 17時以降に横浜臨海部を着地とする移動 調査エリア外居住者 全額補助（上限は合計3000円）

with調査③ 2018年12月13日または12月20日 横浜臨海部を発地もしくは着地とする移動 全モニタ 全額補助（上限は合計5000円）

with調査④ 2018年12月22日～12月28日 横浜臨海部を発地もしくは着地とする移動 全モニタ 全額補助（上限は合計10000円）

 

表-1 with調査の実施概要 

図-2 調査対象エリア 

図-1 研究フロー 
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の地域内でのRVサービス導入を表現するため発着地は

調査エリア内とする条件を設けた。利用料金の補助方法

は、モニタのタクシー領収書とPP調査データを照合し

後日精算する方法とした。 

さらに、タクシー利用料金の補助額の違いにより移動

量に変化が出るという仮定の下、補助額を変動させて

with調査①～④を実施し生活行動を記録した。with調査

①は、タクシー利用料金を通常時の半額とした。なお、

行動変化のハードルを下げるため初回のみトライアル利

用として全額補助とした。with調査②は、通勤者などの

調査エリア外居住者に対して17時以降（終業後）に自宅

へ直接帰宅するのではなく、利用料金を全額補助するこ

とによりエリア内で活動が促進されることを想定して設

定した。with調査③は、特定の一日に補助金額を上げて

全額補助することで、エリア内での回遊行動が発生する

ことを想定して設定した。with調査④は、with調査①よ

り補助金額を上げることで活動が活性化することを想定

して設定した。 

 

 

4. プローブパーソン調査結果 

 

調査参加モニタ数は321名で、うち調査エリア内居住

者は54名であった。データクリーニング後のトリップチ

ェイン（家を出てから帰宅するまでの一日の連鎖したト

リップ）数は3258、トリップチェインのうちトリップ数

は9009トリップ（without調査：3898トリップ、with調

査：5111トリップ）であった。without・with調査別の代

表交通手段割合を図-3に示す。without調査ではタクシー

利用割合は1.1％、with調査では3.1％であった。 

タクシーの利用状況は以下の通りである。without調査

でのタクシー利用回数は58回、with調査では176回であっ

た。ただし、with調査期間中にタクシーの業務利用によ

り料金補助が不要との申告を受けたケースなどもあり、

料金補助タクシーとしての利用は139回であった。料金

補助タクシー利用回数のうち代表交通手段としてのタク

シー利用割合は73.4％（102回）であり、複数の交通手段

を乗り継ぐのではなく、タクシーを主要な交通手段とし

て利用する傾向が見られた。with調査中に料金補助タク

シーを利用したモニタは44名であり、これらのモニタは

without調査時と比較して一人あたり週平均2.1トリップの

増加が見られた。料金補助タクシー利用モニタにおける

週平均トリップ数の変化（with調査週平均トリップ数か

らwithout調査週平均トリップ数を引いたトリップ数）を

OD表を用いて集計した結果を表-2に示す。対象エリア

外ゾーンに関しては方面別に3ゾーン（ゾーン代表点は

東神奈川駅、保土ヶ谷駅、根岸駅）で集計している。 

半数以上のゾーンでトリップが増加しており、横浜駅周

辺及び関内の内々トリップや、内外や外内トリップの増

加が見られる。利用者の移動量増加および目的地の自由

度が増加し目的地変更が行われることが示唆された。 

補助額を変動させた調査の結果は以下の通りである。

with調査②で料金補助タクシーを利用したモニタのうち、

without調査時の代表的な活動パターンが１つの活動後に

直接帰宅していたパターンから直接帰宅せずエリア内で

活動を行うパターンに変化した割合は54.5％（11トリッ

プ中6トリップ）であった。with調査③でタクシーを利

用したモニタのうち、without調査時の代表的な活動パタ

ーンと比較してトリップ数が増加した割合は66.7％（6

トリップ中4トリップ）であり、回遊行動が発生したこ

とが示唆された。with調査①・with調査④も同様に比較

するとトリップ数が増加した割合はそれぞれ41.5％、

43.1％であった。また、without調査時の代表的な活動パ

ターンと比較して目的地ゾーンが変更された割合（目的

地ゾーンの増加も含む）はwith調査①で58.5％、with調査

④で70.6％であった。補助金額を上げることで、活動量

増加および目的地変更が行われ、活動が活性化したと考

えられる。 

 

 

5. アクティビティモデルのパラメータ推定 

 

(1) モデル式の構造 

前章においてRVサービスを模擬した料金補助タクシ

ーを主要な交通手段として利用する傾向が見られたこと

から、RVサービスを提供した場合のアクティビティパ

ターンの変化や目的地・移動時間帯・代表交通手段の変

表-2 料金補助タクシー利用者の週平均トリップ数の変化 

図-3 without・with調査別の代表交通手段割合 

横浜

駅
相鉄 京急 MM 関外 関内 本牧 山手 東横

東神

奈川

保土

ヶ谷
根岸

横浜駅 3.1 -0.4 0.5 2.0 -0.5 0.4 0.0 -0.1 1.9 7.2 3.8 -0.4 17.5

相鉄 -0.1 0.2 0.0 0.0 1.9 0.3 0.0 0.0 -0.7 -1.2 0.5 0.0 0.9

京急 1.5 0.0 -1.1 0.0 0.3 -0.3 0.0 0.0 -0.3 1.1 1.6 0.0 2.7

MM 1.1 0.0 0.3 2.6 -1.4 0.2 0.8 0.5 -0.1 1.8 1.5 0.2 7.4

関外 -0.3 1.5 -0.1 -0.2 0.5 0.2 0.3 0.0 0.5 2.2 -0.4 1.1 5.4

関内 0.4 0.2 0.0 0.8 -1.8 13.7 -0.7 1.0 -0.1 2.0 2.1 -0.4 17.2

本牧 -0.1 0.0 0.0 -0.2 0.3 1.2 1.7 0.5 0.0 -0.1 -0.1 -0.2 3.1

山手 -0.7 0.0 0.0 0.3 1.1 1.4 0.3 2.1 0.4 1.7 0.0 0.3 6.9

東横 1.8 0.0 0.0 0.5 0.5 -0.1 0.0 0.1 1.6 1.8 0.9 0.0 7.2

東神奈川 8.1 0.1 0.2 2.9 1.3 1.2 -0.1 0.4 1.4 15.4

保土ヶ谷 4.1 -0.4 0.2 1.2 1.8 1.3 -0.1 0.3 1.7 10.1

根岸 0.4 0.0 0.0 -1.3 0.6 -0.3 0.5 -0.5 0.3 -0.3

19.3 1.2 0.0 8.6 4.5 19.2 2.7 4.3 6.6 16.4 10.0 0.6 93.4

総計

エ

リ

ア

内

エ

リ

ア

外

総計

O           D

エリア内 エリア外

2.0トリップ以上増加 1.0～1.9トリップ増加

0.1～0.9トリップ増加 減少または変化なし
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化を推計するため Bowman and Ben-Akiva型アクティビテ

ィモデルを用いてwithout調査・with調査別、エリア内

居住者・エリア外居住者別に活動パターン選択行動分析

を行った。モデルのツリー構造は図-5に示す通り、ア

クティビティパターン𝑝、第 1目的地への移動時間帯

𝑡1、第 1目的地ゾーン𝑑1、第 1目的地へ移動する場合

の交通手段𝑚1、第 2目的地への移動時間帯𝑡2、第 2目

的地ゾーン𝑑2、第 2目的地へ移動する場合の交通手段

𝑚2の 7ネスト構造とした。本稿では一日のうち最も活

動時間が長い活動を第 1活動、2番目に活動時間が長い

活動を第 2活動と定義し、活動を行う目的地への交通手

段および移動時間帯、目的地ゾーンを選択するモデルと

して定式化した。 

a) 第2目的地への交通手段選択 

第2目的地へ移動する場合の交通手段𝑚2の選択確率は

以下の式で表すことができる。 

Pr[𝑚2| 𝑑2, 𝑡2,𝑚1, 𝑑1, 𝑡1, 𝑝]              (1) 

 =
𝑒𝑥𝑝(𝜇𝑚2𝑉𝑚2

𝑑2,𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝
)

∑ exp(𝜇𝑚2𝑉𝑚2′
𝑑2′,𝑡2′,𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)𝑚2′
 

ここで、𝑉𝑚2
𝑑2,𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

は交通手段𝑚2を用いたときの

効用の確定部分であり、𝜇𝑚2は第2目的地への交通手段

選択におけるスケールパラメータである。選択肢は、鉄

道、バス、自動車、徒歩、タクシーもしくはRVサービ

ス車両の5つとした。 

b) 第2目的地ゾーン選択 

第2目的地ゾーン𝑑2の選択確率は以下の式で表すこと

ができる。 

Pr[𝑑2| 𝑡2,𝑚1, 𝑑1, 𝑡1, 𝑝]          (2a) 

=
exp{𝜇𝑑2(𝑉𝑑2

𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝
+ 𝑉′

𝑑2
𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

)}

∑ exp {𝜇𝑑2(𝑉𝑑2′
𝑡2′,𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

+ 𝑉′𝑑2′
𝑡2′,𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)}𝑑2′

 

𝑉′
𝑑2
𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

=
1

𝜇𝑚2
𝑙𝑛 ∑ exp(𝜇𝑚2𝑉𝑚2′

𝑑2′,𝑡2′,𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′
)𝑚2   (2b) 

𝑉𝑑2
𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

は目的地ゾーン𝑑2の効用の確定部分であり、

𝜇𝑑2は第2目的地ゾーン選択におけるスケールパラメー

タである。𝑉′
𝑑2
𝑡2,𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

は第2目的地へ向かうときの期

待効用を表すログサム変数である。選択肢は図-2に示す

通りであり、対象エリア内9ゾーンおよび対象エリア外3

ゾーン（ゾーン代表点は東神奈川駅、保土ヶ谷駅、根岸

駅）の計12ゾーンとした。 

c) 第2目的地への移動時間帯選択 

第2目的地への移動時間帯𝑡2の選択確率は以下の式で

表すことができる。 

Pr[𝑡2|𝑚1, 𝑑1, 𝑡1, 𝑝]                                    (3a) 

=
exp{𝜇𝑡2(𝑉𝑡2

𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝
+ 𝑉′𝑡2

𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝
)}

∑ exp{𝜇𝑡2(𝑉𝑡2′
𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

+ 𝑉′𝑡2′
𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)}𝑡2′
 

𝑉′
𝑡2
𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

=
1

𝜇𝑑2
𝑙𝑛∑ exp {𝜇𝑑2(𝑉𝑑2′

𝑡2′,𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′
+  𝑑2

𝑉′
𝑑2′
𝑡2′,𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)}                                        (3b) 

𝑉𝑡2
𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

は時間帯𝑡2の効用の確定部分であり、𝜇𝑡2は第

2目的地への移動時間帯選択におけるスケールパラメー

タである。𝑉′
𝑡2
𝑚1,𝑑1,𝑡1,𝑝

は第2目的地へ時間帯𝑡2で向かう

ときの期待効用を表すログサム変数である。選択肢は、

朝オフピーク（0～6時台）、朝ピーク（7・8時台）、昼

オフピーク（9～16時台）、夕ピーク（17・18時台）、

夜オフピーク（19～23時台）の5時間帯とした。 

d) 第1目的地への交通手段選択 

第1目的地へ移動する場合の交通手段𝑚1の選択確率は

以下の式で表すことができる。 

Pr[𝑚1| 𝑑1, 𝑡1, 𝑝]           (4a) 

=
exp{𝜇𝑚1(𝑉𝑚1

𝑑1,𝑡1,𝑝
+ 𝑉′𝑚1

𝑑1,𝑡1,𝑝
)}

∑ exp{𝜇𝑚1(𝑉𝑚1′
𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

+ 𝑉′𝑚1′
𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)}𝑚1′

 

 𝑉′
𝑚1
𝑑1,𝑡1,𝑝

=
1

𝜇𝑡2
𝑙𝑛∑ exp {𝜇𝑡2(𝑉𝑡2′

𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′
+   𝑡2

𝑉′
𝑡2′
𝑚1′,𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)}             (4b) 

𝑉𝑚1
𝑑1,𝑡1,𝑝

は交通手段𝑚1を用いたときの効用の確定部分で

あり、𝜇𝑚1は第1目的地への交通手段選択におけるスケ

ールパラメータである。𝑉′
𝑚1
𝑑1,𝑡1,𝑝

は第1目的地へ交通手

段𝑚1で向かうときの期待効用を表すログサム変数であ

る。選択肢は第2目的地への移動交通手段選択と同様で

ある。 

e) 第1目的地ゾーン選択 

第1目的地ゾーン𝑑1の選択確率は以下の式で表すこと

ができる。 

Pr[𝑑1| 𝑡1, 𝑝] =
exp{𝜇𝑑1(𝑉𝑑1

𝑡1,𝑝
+𝑉′𝑑1

𝑡1,𝑝
)}

∑ exp{𝜇𝑑1(𝑉𝑑1′
𝑡1′,𝑝′

+𝑉′
𝑑1′
𝑡1′,𝑝′

)}𝑑1′

      (5a) 

𝑉′𝑑1
𝑡1,𝑝

=
1

𝜇𝑚1
𝑙𝑛∑ exp {𝜇𝑚1(𝑉𝑚1′

𝑑1′,𝑡1′,𝑝′
+ 𝑉′

𝑚1′
𝑑1′,𝑡1′,𝑝′

)}𝑚1       (5b) 

𝑉𝑑1
𝑡1,𝑝

は目的地ゾーン𝑑1の効用の確定部分であり、𝜇𝑑1は

第1目的地ゾーン選択におけるスケールパラメータであ

図-5 アクティビティモデルのツリー構造 
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る。𝑉′𝑑1
𝑡1,𝑝

は第1目的地へ向かうときの期待効用を表すロ

グサム変数である。選択肢は第2目的地ゾーン選択と同

様である。 

f) 第1目的地への移動時間帯選択 

第1目的地への移動時間帯𝑡1の選択確率は以下の式で

表すことができる。 

Pr[𝑡1| 𝑝] =
exp{𝜇𝑡1(𝑉𝑡1

𝑝
+𝑉′𝑡1

𝑝
)}

∑ exp{𝜇𝑡1(𝑉𝑡1′
𝑝′

+𝑉′
𝑡1′
𝑝′

)}𝑡1′
       (6a) 

𝑉′𝑡1
𝑝
=

1

𝜇𝑑1
𝑙𝑛 ∑ exp {𝜇𝑑1(𝑉𝑑1′

𝑡1′,𝑝′
+ 𝑉′

𝑑1′
𝑡1′,𝑝′

)}𝑑1        (6b) 

𝑉𝑡1
𝑝
は時間帯𝑡1の効用の確定部分であり、𝜇𝑡1は第1目的

地への移動時間帯選択におけるスケールパラメータであ

る。𝑉′𝑡1
𝑝
は第1目的地へ時間帯𝑡1で向かうときの期待効

用を表すログサム変数である。選択肢は第2目的地への

移動時間帯選択と同様である。 

g) アクティビティパターン選択 

アクティビティパターン𝑝の選択確率は以下の式で表

すことができる。 

Pr[ 𝑝] =
exp{𝜇𝑝(𝑉𝑝+𝑉′𝑝)}

∑ exp{𝜇𝑝(𝑉𝑝′+𝑉′𝑝′)}𝑝′
                  (7a) 

𝑉′𝑝 =
1

𝜇𝑡1
𝑙𝑛 ∑ exp{𝜇𝑡1(𝑉𝑡1′

𝑝′
+ 𝑉′

𝑡1′
𝑝′
)}𝑡1          (7b) 

𝑉𝑝はアクティビティパターン𝑝の効用の確定部分であり、

𝜇𝑝はアクティビティパターン選択におけるスケールパ

ラメータである。𝑉′𝑝はアクティビティパターンの期待

効用を表すログサム変数である。選択肢は、通勤し直接

帰宅するパターン（HWH）、業務前後に私用活動を行

い帰宅するパターン（HWH+）、ある私用活動を行い帰

宅するパターン（HOH）、複数の私用活動を行い帰宅

するパターン（HOH+）の4パターンとした。 

 なお、各ネストにおける効用関数の説明変数は表-4お

よび表-5に示す通りであり、スケールパラメータの値は

1として設定した。 

 

(2) パラメータ推定結果の考察 

エリア内居住者のパラメータ推定結果を表-4に、エリ

ア外居住者のパラメータ推定結果を表-5に示す。 

アクティビティパターンの選択は、without調査モデル

（RVサービス導入前）とwith調査モデル（同導入時）を

比較してエリア内居住者とエリア外居住者で異なる傾向

が見られた。一般的に選択肢固有変数（ここでは各アク

ティビティパターンの定数項）は、各選択肢の相対的な

魅力度を表現していると解釈されている。RVサービス

導入時に、エリア内居住者モデルではアクティビティパ

ターンの変更は見られないものの、エリア外居住者モデ

ルでは、通勤し直接帰宅するパターンより業務前後に私

用活動を行い帰宅するパターンの魅力度が上昇している

ことから、利用者の活動量の増加が示唆されている。 

目的地ゾーン選択については、第1目的地ゾーン選択

では選択肢同士の魅力度の相対関係が変化しておらず、

主要な活動においては目的地変更が行われにくいことを

示唆している。第2目的地ゾーン選択では、エリア外居

住者モデルでは選択肢同士の魅力度の相対関係の変化は

見られないが、エリア内居住者モデルではRVサービス

導入により横浜駅・みなとみらいゾーンの魅力度が低下

し、保土ヶ谷・根岸ゾーンの魅力度が上昇しており目的

地選択の嗜好性が変化したことを示唆している。 

移動時間帯選択については、RVサービスの有無に関

わらず第1活動選択では朝～昼、第2活動選択では昼～夜

の時間帯の魅力度が高い傾向がある。一方でエリア内居

住者モデルではRVサービス導入前後で夕ピーク定数項

が正値から負値になっており、夕ピーク時間帯からより

早い時間帯へのシフトが行われたことを示唆している。 

交通手段選択については、エリア内居住者とエリア外

居住者で異なる傾向が見られた。エリア内居住者モデル

では、第1活動・第2活動両方の選択においてRVサービ

ス導入前後でタクシー定数項は負値であるが、他の交通

手段のパラメータ値と比較してタクシーの魅力度は相対

的に上昇している。一方、エリア外居住者モデルでは第

2活動選択のみRVサービス導入によるタクシーの相対的

な魅力度上昇が見られた。タクシー魅力度が相対的に上

昇したことから、RVサービスの利用意向があると推察

され、さらに居住エリアによってRVサービスの利用形

態が異なることを示唆している。 

 

 

6. おわりに 

 

 本稿では、PP調査および模擬実験によりRVを活用し

たRVサービス導入時の利用者の生活行動データを取得

し、Bowman and Ben-Akiva型アクティビティモデル構築

により活動パターン選択行動分析を行った。 

PP調査および模擬実験から、仮定通り利用者の活動

量の増加や目的地変更が行われることが明らかとなり、

RVサービスの移動コスト低減が都市内の移動活性化に

繋がる可能性が示された。 

しかしながら本稿ではタクシーの利用料金を補助する

ことでRVサービスを模擬したが、これだけでRVサービ

スのLOSを十分に表現できていないことは明らかである。

例えばRVサービスは営業地域が限定されたり、ドアツ

ードアではなくあらかじめ決められた乗降場所間のサー

ビスであって、タクシーよりも徒歩移動が必要になると

想定される。SP調査を併用しアクセス時間等を取得す

る方法もあるが、よりRVサービスに近い体験ができる

ように、配車アプリを通じたサービス提供実験を実施す

ることが望ましい。 
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表
-4
 
エ
リ
ア
内
居
住
者
の
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
結
果

 

t値
t値

t値
t値

t値
t値

t値
t値

t値
t値

t値
t値

t値
t値

H
W
H
定

数
項

0.
43

1
2.

09
4

0.
54

1
2.

68
7

H
W
H
+定

数
項

0.
52

6
2.

60
5

0.
96

1
5.

10
7

H
O
H
+定

数
項

0.
69

3
3.

53
4

0.
52

6
2.

60
5

朝
ピ
ー
ク
定

数
項

1.
53

6
5.

74
6

1.
47

3
6.

23
3

7.
60

6
0.

58
7

2.
46

9
2.

38
9

昼
オ
フ
ピ
ー
ク
定

数
項

1.
96

3
7.

57
7

1.
78

4
7.

74
3

9.
51

6
0.

73
5

4.
26

1
4.

26
4

夕
ピ
ー
ク
定

数
項

0.
16

3
0.

49
3

-0
.3

83
-1

.1
44

8.
61

8
0.

66
6

3.
85

6
3.

84
5

夜
オ
フ
ピ
ー
ク
定

数
項

-1
.0

41
-2

.1
93

-0
.7

88
-2

.0
67

8.
01

2
0.

61
9

3.
54

0
3.

51
7

横
浜
駅
定
数
項

1.
67

7
3.

11
9

1.
00

5
2.

62
6

0.
78

2
1.

75
9

1.
11

8
2.

40
6

相
鉄
定
数
項

-1
.3

38
-1

.1
94

-1
0.

13
0

-0
.1

93
-1

.2
57

-1
.5

57
-8

.5
10

-0
.2

77
京
急
沿
線
定
数
項

-0
.5

41
-0

.7
06

-1
.2

46
-1

.8
66

-0
.9

68
-1

.3
91

-1
.8

55
-1

.7
15

M
M
定

数
項

2.
11

1
4.

02
1

1.
21

1
3.

23
8

0.
70

6
1.

56
7

0.
75

2
1.

55
7

関
外
定
数
項

0.
74

0
1.

30
5

0.
13

9
0.

32
5

0.
74

7
1.

64
5

1.
32

9
2.

88
1

関
内
定
数
項

1.
42

6
2.

62
7

1.
22

9
3.

32
7

0.
47

1
1.

00
4

1.
12

5
2.

38
7

山
手
定
数
項

-0
.0

63
-0

.0
89

-0
.4

88
-0

.9
26

-0
.3

22
-0

.5
47

0.
90

7
1.

83
1

B
L・

東
横

定
数

項
0.

35
3

0.
55

9
-0

.1
59

-0
.3

46
-0

.5
28

-0
.8

92
0.

38
2

0.
67

9
東
神
奈
川
定
数
項

2.
41

9
4.

64
7

1.
74

7
4.

95
9

1.
33

5
3.

08
8

2.
15

9
4.

74
4

保
土
ヶ
谷

定
数

項
1.

79
5

3.
29

2
0.

84
7

2.
20

4
0.

25
1

0.
48

0
1.

39
0

2.
75

3
根
岸
定
数
項

1.
37

9
2.

48
4

0.
27

4
0.

66
4

0.
51

9
1.

03
0

1.
40

5
2.

74
1

バ
ス
定

数
項

-2
.0

22
-6

.1
59

-1
.6

01
-7

.1
55

-1
.0

67
-2

.8
93

-2
.0

97
-5

.2
36

自
動
車
定
数
項

-1
.1

44
-2

.9
71

-1
.4

88
-4

.1
50

-0
.8

03
-1

.8
40

-2
.0

35
-4

.1
40

徒
歩
定
数
項

1.
72

3
6.

34
8

0.
79

0
3.

58
7

1.
94

7
6.

51
5

1.
17

2
4.

97
7

タ
ク
シ
ー
定

数
項

-4
.6

93
-3

.6
42

-2
.6

52
-5

.1
14

-2
.6

48
-2

.5
79

-1
.9

50
-3

.6
99

所
要
時
間

-0
.5

93
-5

.4
94

-0
.3

48
-3

.2
75

-0
.5

91
-4

.1
09

-0
.5

63
-3

.7
55

ア
ク
セ
ス
時

間
1.

23
4

4.
88

0
0.

98
3

3.
98

1
1.

18
3

3.
08

1
-0

.4
66

-1
.0

81
イ
グ
レ
ス
時

間
0.

05
0

0.
17

9
-0

.2
43

-0
.9

64
0.

86
1

1.
86

6
1.

24
5

2.
87

3
料
金

0.
13

4
1.

79
0

0.
12

8
1.

51
8

0.
04

4
0.

53
7

0.
06

4
0.

59
7

サ
ン
プ
ル

数
初
期
尤
度

最
終
尤
度

尤
度
比

補
正
済
尤
度
比

0.
35

0
0.

25
2

0.
28

2
0.

19
8

0.
06

1
0.

12
2

0.
39

2
0.

15
5

0.
42

7
0.

38
0

0.
01

2
0.

03
1

0.
24

7
0.

24
4

0.
13

3
0.

12
7

0.
40

1
0.

14
4

0.
42

1
0.

27
0

0.
29

9
0.

21
3

0.
10

1
-2

12
.8

-2
45

.3
-2

80
.6

-1
32

.8
-1

67
.8

0.
02

1
0.

03
9

0.
25

7
0.

25
3

0.
15

3

-2
70

.4
-3

29
.9

-3
65

.1
-2

90
.5

-3
29

.5
-4

48
.1

-5
42

.9
-2

26
.5

-3
21

.7
-1
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.5

-4
41

.0
-2
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.8

-2
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.4
-2
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.9

-3
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.0
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.8
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8
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4
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8
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-4
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.4
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.1
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4
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3
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4
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4
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8
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4
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的
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手

段
選
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w
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w
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パ
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選
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第
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的
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ー
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通
手

段
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第
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的
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ー
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ラ
メ
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パ
ラ
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パ
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パ
ラ
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パ
ラ
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値
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値
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値
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 また、RVサービス導入前後の活動変化を分析するた

め構築したアクティビティモデルのパラメータ推定結果

からは居住エリアにより異なる活動パターン選択が見ら

れた。エリア外居住者は業務前後の活動量が増加するこ

とや第2活動における交通手段としてRVサービスの利用

意向がある一方で、エリア内居住者は活動パターンの変

更は見られないものの、第1活動・第2活動における交通

手段としてRVサービスの利用意向があることが示唆さ

れた。 

しかし今回用いたBowman and Ben-Akiva型アクティビ

ティモデルでは一日の活動パターンが前後の選択に関わ

らず確率的に定まる、自宅出発前に一日のスケジュール

が決定されるといった制約がある。活動を逐次選択する

逐次選択型離散選択モデルや決められたルールの中で活

動列を作成していくルールベースドモデルの適用を検討

し、モデルの精度向上を図りたい。 

 

 

謝辞：本研究を遂行するにあたり、東京大学の羽藤英二

教授にサポートを頂くとともに、㈱ドーコン、㈱サーベ

イリサーチセンター、㈱トランスフィールドの協力を受

けて調査を実施した。また、数多くの方々に被験者とし

て調査への協力をいただいた。ここに記して感謝の意を

表す。 

 

参考文献 

1) 羽藤英二，藤井敬士，原祐輔：都市生活パターンに

着目した自転車共同利用システムの評価，土木計画

学研究・講演集(CD-ROM)、Vol40，2009. 

2) J.L.Bowman and M.E.Ben-Akiva ： Activity-based dis-

aggregate travel demand model system with activity sched-

ules, Transportation Research Part A : Policy and Practice, 

Vol.35, No.1,  pp.1-28, 2000. 

3) Ben-Akiva, M., and Morikawa：T. Estimation of travel de-

mand models from multiple data sources, Transportation 

and Traffic Theory, pp.461-476 , 1990. 

 

(2019. 10. ? 受付)

 

    

 

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集


